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事業内容

１　出資等の状況（H20.4.1現在） （単位：千円,位）

10,000

出資（出捐）額
出資（出捐）

割合
出資（出捐）

順位
備考

10,000 100.0% 1

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H20.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

昭和55年11月22日

千葉市緑区誉田町１丁目４５番２

千葉県

千葉県千葉リハビリテーションセンター（肢体不自由児
施設「愛育園」、重症心身障害児施設「陽育園」、肢体
不自由者更生施設「更生園」、補装具製作施設及びリ
ハビリテーション医療施設）及び身体障害者療護施設
「鶴舞荘」の管理経営

http://www.chiba-reha.jp/

千葉県による公社等外郭団体に関する情報公開

０４３（２２３）２３３９

県所管課 健康福祉部障害福祉課団体名 社会福祉法人　千葉県身体障害者福祉事業団

主な者

理事長　古市　雅雄

０４３（２９１）１８３１

出資（出捐）者

資本金（又は出捐金）



３　財務状況　※

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 １７年度 １8年度 19年度

総資産 2,159,830 2,302,778 2,429,948

負　債 2,117,040 2,256,741 2,387,144

資　本 42,790 46,037 42,804

累 積 損 益 32,790 36,037 32,804

（２）損益計算書 （単位：千円）

項　　　目 １７年度 １8年度 19年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 6,169,785 4,652,967 4,720,054

経 常 損 益 3,086 3,247 ▲ 3,233

当 期 損 益 3,086 3,247 ▲ 3,233

減価償却前当期損益　　　　 4,779 4,973 ▲ 1,482

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 １７年度 １8年度 19年度

借 入 金 残 高　　　　　     0 0 0

うち県からの借入金残高 0 0 0

うち県以外からの借入金残高 0 0 0

0 0 0

※公益法人については、次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

〈貸借対照表〉　資本⇒正味財産の部合計

　　　　　　　　　　累積損益⇒基本金等を除く正味財産額

〈損益計算書〉　損益計算書⇒収支計算書及び正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝当期収入合計－借入金

　　　　　　　　　　収入等（損益に無関係の項目））

　　　経常損益⇒当期正味財産増減額－（特別損益項目の資産の増減＋特別損益取引

　　　に係る当期収支差額）

　　　当期損益⇒当期正味財産増減額

　　　減価償却前当期損益⇒当期正味財産増減額（減価償却を行っている場合は、減価

　　　償却費を加える）

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 １７年度 １8年度 19年度

委　託　料   　　
管理運営委託料、高次脳
機能障害支援事業外

3,588,583 1,689,512 1,657,957

補助金･交付金・
負担金

0

合　　　計 3,588,583 1,689,512 1,657,957

（２）その他

利子補給

税の減免額

出資金

貸付金

上記以外のもの

合　　　計 0 0 0

６　役職員の状況（各年度７月１日現在）

（１）役職員数 （単位：人）

１７年度 １8年度 19年度

常勤役員数   2 3 3

うち県退職者 2 2 2

うち県派遣職員 0 1 1

常勤職員数  328 338 348

うち県退職者 0 0 0

うち県派遣職員 30 26 25

（２）役職員の平均年収等の状況

１8年度 19年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 3人（3人） 3人（3人）

役員平均年齢（各年度末年齢） 56歳 58歳

平均年収(千円） 11,195千円 10,859千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 338人（ 26人） 348人（25人）

職員平均年齢 42.6歳 40.2歳

平均年収(千円） 7,105千円 6,191千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出してください。

※実人員の考え方
　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人
　・4月に役員が5人いて、10月から1人減り、年度末に4人であった場合の実人員は4.5人

項　　目

項　　　　目



７　見直し方針の取組状況

見直し方針

見直し
の概要

取組状況

その他（特
記事項等）

※平成１８年１０月１２日に千葉県行政改革推進本部で見直しを決定した２７団体以外の団体につい

ては、平成１４年に決定した方針とその取組状況を記載ください。

経営改善

・平成１８年度に県立施設のあり方検討会を立ち上げ、障害者自立支援法下の県立施
設の役割、サービス内容等について検討していく。
・指定管理期間（５年間）終了後の再募集に向け民間法人と競争できるだけの財務体
質の強化を図る。

・平成１８年度に「県立施設のあり方検討会」を立ち上げ、検討を開始した。
・平成１８年度から独自給与表に移行（平均６％の給与削減）し、３年間の経過措置の
２年目が終了した。


